
Ａ2
いしかわ女性が輝く企業創造塾受講企
業数

社

（R7） （R3） （R4）
継続8

「いしかわ性暴力被害者支援セン
ター」運営費

県民 5,793 4,608 B

いしかわ男女共同参画推進宣言企業加
速化クラス認定数

社
600

見直し再掲
いしかわ女性が輝く企業創造塾開催
費

企業 3,000 2,944

1

施策３ 課題１
あらゆる人々に対する男女共同
参画の理解促進

29

作品
500

（R4）

150 27 65

20 -

（R4） （R3） （R4）

廃止
4

男女共同参画推進宣言企業取材訪問ツ
アー参加者数

人
40 -

（R3） （R4）

1,038 968
3 いしかわトモ活推進コンテスト応募総数

県民 2,500 2,116 B9 いしかわ男女でトモに活躍推進事業費
26

（R4） （R3） （R4）

63

（R4）

いしかわ女性基金費（補助金）
100

4

67
配偶者等暴力対策費7

50

（R3） （R4）

（R4） （R3）

97

（R4）

85

（R3）

課長

（R4）

女性活躍・県民協働課 職

50 43.4

単位 評価
（年度） （年度）

（R4）

532

B

施策の目標

施策１

施策３

成果指標

150

あらゆる分野における女性の活
躍推進

目標値
（年度）

いしかわ男女共同参画推進宣言企業加
速化クラス認定数（累計）

社

施策２ 安全・安心な暮らしの実現
性暴力に関する若年層向け出前講座の
実施数（累計）※１

県政バス運行台数

（R6）

200 83

（R4）

（R4）

県審議会等における女性委員の割合 ％

（R6） （R3）

451

人

39 36

社

3

人1

施策 課題 成果指標 単位

施策１

啓発力向上研修参加者数 人

施策２ 課題１
女性等に対するあらゆる暴力の
根絶

2
性暴力に関する若年層向け出前講座の
実施数（累計）

講座

女性等に対する暴力をなくすシンポジウ
ム参加者数

煌めく☆あすなろ塾受講者数 人

台

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

起業相談窓口相談者数
（R4）

（R12） （R3）
C

43.6

作成者 組織

5

現状値

65

評価者 組織

18

（R3）

600 451

（R7）

24

講座

（R4） （R3）

今後の
方向性（千円）（年度）

目標値
（年度）

対象
（千円）

決算 事業の
有効性

予算
事務事業

現状値

（年度）

継続

1
いしかわ男女共同参画推進宣言企業加
速化クラス認定数

600
統合企業の女性活躍推進事業費

532

（R3）

（R3）

4

171

（R4）

Ｂ企業

県民

3,000

2
いしかわ女性が輝く企業創造塾受講企
業数

社
20 - いしかわ女性が輝く企業創造塾開催

費
企業 見直し

森　晴美

針木　江津子

B

評価

B

継続C

6,582

男女共同参画課 職 氏名

県民 374

県民 6,582
46

課長

※１　令和３年度から開始

18,016

1,541

（R4）

1

女性県政学習バス開催費

（R4）

氏名

企業の女性活躍推進事業費 企業 3,000 1,541 Ｂ 統合

3
（R4）

21

課題に対する主な取り組み

Ｂ

3,000 2,944

22,025

（R4）
6 男女共同参画推進員ネットワーク事業費

男女共同参
画推進員

再掲
（R4）

Ａ
29

2

（R3） （R4）

課題３
地域における男女共同参画の推
進

6

男女共同参画社会の実現に向
けた意識改革と体制の充実

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

課題１

課題２

方針の立案・決定過程への女性
の参画の拡大

27

男女の仕事と生活の調和（ワー
クライフバランス）等の実現

451 532

（R6） （R3）

5

継続

廃止

1,510 B1,810

起業による女性の社会参画推進事業
費

C 継続939 716

県民

330



- -

事業の背景・目的

これまでの見直し状況
「いしかわ男女共同参画推進宣言企業」認定制度（H24～）

「企業の男女共同参画推進応援講座」の実施（H27～H29）

「女性活躍推進コンサルティング事業」の実施（H28～H29）

「女性活躍加速化クラス」の新設、「女性活躍加速化講座」の実施（H30）

「女性活躍推進実践講座」の実施（R1～）
「いしかわ男女共同参画推進宣言企業アドバイザー派遣事業」、「業界団体向け出前講座」の実施（R3～）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

統
合

　「女性活躍加速化クラス」の認定企業をさらに増やすとともに、県
内企業の女性活躍推進に向けた取組を後押しするため、企業向
けのセミナー等学びの場の提供については、別途R4年度から実
施している連続講座である「いしかわ女性も輝く企業創造塾」に統
合し、内容を拡充して取り組むことで、引き続き、企業における女
性活躍の推進を図る。

評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果の
観点も含め、こ
の事業が課題
解決に役立っ

たか）

B

　「いしかわ男女共同参画推進宣言企業」については、令和4年度
に41社、累計で655社の自主的な取組を宣言した企業等を認定し
た。
　さらに、「女性活躍加速化クラス」については、宣言内容に具体
的な数値目標を設定することが認定要件であることから、アドバイ
ザー派遣等による啓発・支援活動を実施することで、令和４年度に
81社、累計で532社を認定し、女性の活躍推進に向けた企業の意
識改革や取組の実践に寄与した。

1,541

予算 4,000 4,000 3,100 3,000 3,000

事業費累計 14,259 17,394

一般
財源

予算 2,000 2,000 1,550 1,500

21,878 23,419

1,500

決算 1,993 1,567 1,162 1,139

19,598

532
令和６年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業の概要
事業費

819

（単位：千円） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1.【H24～】「いしかわ男女共同参画推進宣言企業」認定制度
　　 認定要件：男女共同参画の推進を宣言した企業を「いしかわ男女共同参画推進宣言企業」として認定

　 【H30～】いしかわ男女共同参画推進宣言企業「女性活躍加速化クラス」認定制度
　　 認定要件：下記の視点で、社内で具体的に取り組んでいくことを、女性活躍を加速する観点から数値
　　  　　　　　　  目標を１つ以上設定し、宣言すること
　　　　　　　　　　　 ①ポジティブ・アクション（積極的改善措置）推進の取組
　　　　　　　　　　　 ②ワークライフバランス（仕事と生活の調和）推進の取組
　　　　　　　　　　　 ③その他（男女が共に働きやすい職場環境づくり等）の取組
　 　認定した企業に対して、認定証・シンボルマークの交付や県HP・事例集等でのPRを実施

2.いしかわ男女共同参画推進宣言企業アドバイザー派遣事業
　 　対象：いしかわ男女共同参画推進宣言企業
　 　概要：女性活躍に取り組む宣言企業の取組を支援するため、女性活躍や働き方改革等に関する
　　　　　　 アドバイザーを派遣する

3.業界団体向け出前講座
　 　概要：女性の活躍推進に取り組む県内業界団体等の会合などで、各業界の先進企業の取組を
　　　　　　 横展開し、業界での機運醸成と参加者の意識啓発を図ることで、加速化クラスの認定企業の
　　　　　　 拡大につなげる。

事業費
決算 3,968 3,135 2,204 2,280

施策・課題の状況
　 本格的な人口減少時代の到来や女性の力がいまだ潜在化している状況を踏まえ、平成２８年４月に女性活躍推
進法が施行された 。県では、ワークライフバランス推進等により就業する子育て世代の女性が増加する一方、管理
職に占める女性比率が全国的に見ても低いといった状況があり、企業において女性の能力が十分に活用されてい
ない。
　 平成２４年度より、県内企業等の男女共同参画社会づくりに向けた意識改革を促進し、取組の実践を促すため、
男女共同参画推進の具体的な取組を宣言する企業等を、「いしかわ男女共同参画推進宣言企業」として、令和３年
度末までに６１４社の企業を認定してきた。
　 宣言内容に数値目標を設定している企業は、実効性の高い取り組みが行われている傾向にあることから、より女性
活躍を推進するため、数値目標の設定を要件とした「いしかわ男女共同参画推進宣言企業「女性活躍加速化クラ
ス」」を、平成３０年７月に創設し、令和３年度末までに４５１社の企業を認定してきた。

施策 あらゆる分野における女性の活躍推進 評価 C
男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と体制の充実 評価 B

課題 方針の立案・決定過程への女性の参画の拡大
あらゆる人々に対する男女共同参画の理解促進

指標 いしかわ男女共同参画推進宣言企業加速化クラス認定数 単位 社
目標値 現状値

600 179 308 380 451

女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
職・氏名 主任主事　小池田　大志
電話番号 076 225 1378 内線 3873

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 企業の女性活躍推進事業費
事業開始年度 Ｈ２４ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
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事業の背景・目的

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 いしかわ女性が輝く企業創造塾開催費
事業開始年度 Ｒ４ 事業終了予定年度 Ｒ１２ 作

成
者

組　　織 女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
職・氏名 主任主事　小池田　大志
電話番号 076 225 1378 内線 3873

施策・課題の状況
　
　県では、男女共同参画推進の具体的な取組を宣言する企業等を認定する、「いしかわ男女共同参画推進宣
言企業認定制度」を平成２４年度から開始し、平成３０年度からは、具体的な数値目標の設定を要件とした「いし
かわ男女共同参画推進宣言企業『女性活躍加速化クラス』」を創設し、企業等の女性活躍推進の取り組みを進
めてきた。

　しかしながら、本県の女性就業率は全国トップクラスとなっている一方で、管理職に占める女性比率が全国的
に見ても低く、今後の更なる女性活躍推進に向けては、女性管理職の引き上げが重要であることから、女性管
理職登用の後押しをする企業向けの連続講座を開催する。

施策 あらゆる分野における女性の活躍推進 評価 C
男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と体制の充実 評価 B

課題 方針の立案・決定過程への女性の参画の拡大
あらゆる人々に対する男女共同参画の理解促進

指標 いしかわ女性が輝く企業創造塾受講企業数 単位 社
目標値 現状値

29
令和４年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費

20 - - - -

予算

事業の概要
事業費

（単位：千円） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度　いしかわ女性が輝く企業創造塾　（委託により実施）

　１　対　象　　県内企業の幹部、人事管理者など（２０社程度）
　
　２　概　要　　県内企業の女性管理職登用を後押しするため、参加企業が自社の現状把握から解決方法
　　　　　　　　　までを事例研究により習得し、自社の課題解決のための取組内容をまとめたロードマップを
　　　　　　　　　作成する全６回の連続講座を開催

　　【事業内容】
　　   企業が女性活躍のノウハウを身に着けるための講座の開催及びフォローアップの実施

　　　　　開催期間：令和４年１０月～令和５年２月

　　　＜カリキュラム案＞
　　　　 ・第１回 ： 先進企業の事例研究・グループ討議（10月）
　　　　 ・第２回 ： 県内先進企業視察・意見交換会（11月）
　　　　 ・第３回～第４回 ： 先進企業の事例研究（11月～12月）
　　　　 ・中間課題 ： ロードマップに沿った社内での取組の施行（12月～1月）
　　　　 ・第５回 ： 先進企業の事例発表・ロードマップの見直し(2月)
　　　　 ・第６回 ： 取組発表会・情報交換会(2月) 今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

3,000
決算 2,944

一般
財源

予算 1,500
決算 1,472

事業費累計 0 0 0 2,944

見
直
し

　企業の女性活躍推進に向けた取り組みを後押しするため、
新たに前年度受講企業を対象としたフォローアップ研修を設
けるなど内容を拡充して実施するほか、女性管理職のネット
ワーク構築や情報発信の意識啓発事業等と一体とした事業に
拡充する。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果の
観点も含め、こ
の事業が課題
解決に役立っ

たか）

Ａ

　企業の女性活躍推進に向けたノウハウを学び、自社のロード
マップを作成する連続講座である本塾は、目標を上回る29社の
申し込みがあり、先進企業の事例に触れ、意見交換を行い、自社
のロードマップを作成することで取組の実践につなげることができ
た。
　受講企業アンケートでは「担当だけでなく社長の意識も変わっ
てきており、一歩を踏み出せたのは本塾がきっかけだった」「他の
参加者の積極的な姿勢に良い刺激を受けた」といった意見が見
られるなど高評価の他、「フォローアップ体制がほしい」など、翌年
度も継続して実施を希望する声が見られた。
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事業の背景・目的

これまでの見直し状況

３　対象
　　・ 女性県政学習バス（団体）：女性の団体・グループ（婦人会等）
　　・ 子ども県政学習バス（団体）：小学生と保護者の団体・グループ（子ども会等）
　　・ 地域県政学習バス（団体）：成人男女の団体・グループ（町内会等）
　　・ 個人県政学習バス　　　　 ：県内在住の成人男女
　　・ 身体に障害のある方のための県政学習バス：身体障害者手帳の交付を受けている方
 　※１回あたり定員15～20名（新型コロナウイルス感染拡大防止のため、人数を例年より制限）

４　運行計画台数

　より多くの女性団体・個人に利用してもらい、県政等への理解
の促進や社会参画意欲の向上に繋げていくために、女性団体
や個人からの要望を踏まえながら継続して開催する。

〈運行メニューの追加〉
　・「子ども県政学習バス」（Ｓ58年度～）
　・「個人県政学習バス」（Ｓ63年度～）
　・「身体に障害のある方のための県政学習バス」（Ｈ10年度～）
　・「地域県政学習バス」（Ｈ23年度～）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

継
続

身障者 1 0 0 1
合　計 78 68 54 200

地　域 5 3 5 13
個　人 4 4

加賀地区 中能登地区 奥能登地区 計

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果の
観点も含め、こ
の事業が課題
解決に役立っ

たか）

C

　令和４年度の運行台数は計１７１台と、概ね新型コロナウイル
ス感染症拡大以前の水準まで運行台数は回復した。
　県や市町等の施設見学を通して、県政等に対する理解と認
識を深め、運行計画の企画立案、参加者募集を自ら実施する
など、女性の持つ能力を引き出し、主体的な活動を促進するこ
とに寄与している。

3 11

女　性 62 57 43 162
子ども 6 4 3 13

事業費累計 630,620 651,697 658,325 668,247 686,263

22,323 22,025
決算 20,231 21,077 6,628 9,922 18,016

22,677 22,638

事業費
予算 22,677 22,638 23,073

一般
財源

予算

22,323 22,025
決算 20,231 21,077 6,628 9,922 18,016

23,073

事業費
奥能登地区 奥能登総合事務所 月～金曜日 （単位：千円） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

１　運行期間
　　５～１１月

２　実施地区及び運行日
地　　　区 所　　　　　管 運　行　日 備　　　　　　　　　　　　考

加賀地区 男女共同参画課 月～金曜日 一部、土日運行あり
中能登地区 中能登総合事務所 月～金曜日

189 70 83

目標値 現状値

171
令和４年度

200 182

3863

施策・課題の状況
　 バス車中での男女共同参画の研修や県及び市町等の施設の見学を通し、男女共同参画社会の実現や県
政等の理解と認識を深めるとともに、女性団体が自らの力で企画立案することにより、女性の一層の社会参
画の気運醸成を図る。

施策 あらゆる分野における女性の活躍推進 評価 C

根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
職・氏名 主事　一森　涼
電話番号 076

指標 県政バス運行台数 単位

※女性県政学習バス、子ども県政学習バス、地域県政学習バスについては、参加者側が企画した見学先
や行程に基づき運行するもの

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 女性県政学習バス開催費
事業開始年度 Ｓ３９ 事業終了予定年度

課題 方針の立案・決定過程への女性の参画の拡大
台

作
成
者

組　　織

225 1376 内線

女性活躍・県民協働課

事業の概要 令和４年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度



- -

　財政支援の方法を貸付金から補助金に変更（H20）
　基本財産の一部を取崩し特定事業を実施(H23～）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

継
続

　男女共同参画社会の実現や女性が自らの意識と能力を高
め、社会のあらゆる分野に参画できるよう、様々な講座等の企
画・開催をはじめ、モデルとなるような女性の取り組みに対する
チャレンジ賞表彰や女性の社会参画を推進する団体等への
活動助成など、女性基金が実施する多彩な事業を引き続き支
援する。

　　６．広報・啓発事業

6,132

　R4年度の各研修・講座に延べ330人が参加し、講座受講者
からは、「自分と他者を見直す良いきっかけとなった」「学んだ
内容を周囲の人間関係や今後の生活で活かしたい」などの意
見が寄せられており、様々な場面で活かせるスキル習得や将
来の目標の設定に役立っている。
　また、「伝え方やコミュニケーションなど、意識していなかった
ことが学べた」「客観的に自己分析ができた」との声があり、女
性のチャレンジや活動の支援に大きな役割を果たしている。

　　　　②女性の活躍推進事業

これまでの見直し状況

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含め、
この事業が課
題解決に役
立ったか）

B

6,132 6,582

　　　　　　・女性人材育成プログラム

　　　　　　・女性起業家交流研修会

　　５．活動支援事業

　　　　　　　　管理職アドバンス研修、管理職養成研修、キャリアデザイン研修、ビジネス能力研修

　　　　　　・地域版女性人材育成プログラム

　　　　　　・女性の社会参画を推進する団体・グループ等の活動を支援

　　４．交流促進事業

　　　　①基金設立３０周年記念事業の実施（感謝状贈呈、特別講演会等）

86,553 92,685

　　　　　　・事業案内リーフレットの作成

80,421
決算 6,132 6,132

事業費

項目 評価 左記の評価の理由

6,132
6,132

99,267事業費累計 74,289

予算 6,132 6,132 6,132 6,132

　　　　　　・女性団体等への交流創出支援事業

　　　　　　・女性チャレンジフォーラムin能登の開催

6,132 6,132 6,582
6,582

6,132

令和４年度令和４年度

一般
財源

令和３年度 令和４年度

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

予算
決算 6,132 6,132 6,132

46

事業費
（単位：千円） 平成30年度

- 85

令和元年度 令和２年度
6,582

3863

事業の背景・目的 施策・課題の状況
　　男女共同参画社会の実現を目指し、女性のエンパワーメントの向上などの各種事業に取り組んでいる
（公財）いしかわ女性基金に対して事業費を助成することで財団の財政基盤の強化を図る。

施策 あらゆる分野における女性の活躍推進

指標

評価 C
課題 方針の立案・決定過程への女性の参画の拡大

煌めく☆あすなろ塾受講者数 単位 人

100

目標値 現状値

　　　　④女性チャレンジ賞表彰事業

　　　　　　・いしかわ女性のチャレンジ賞表彰

　女性のエンパワーメントや団体等の活動支援に要する経費を補助する。

　　１．調査研究事業

　　　　　　・男女共同参画や女性活躍をテーマに、調査を実施

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 いしかわ女性基金費（補助金）
事業開始年度 Ｈ５ 事業終了予定年度

076 225 1376

作
成
者

組　　織

- -

　　２．情報収集・提供事業

　　　　①情報誌の発行（年2回発行）

　　　　②ホームページの運営

　　　　③女性人材バンク事業

　　　　　　・女性人材情報の収集・提供

　　　　　　・女性人材バンク登録者を活用してセミナーを開催

女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
職・氏名 主事　一森　涼
電話番号 内線

事業の概要

　　　　②女性センターフェスティバルへの参画

　　　　③女性団体等のネットワーク化支援

　　　　 　　　　 女性のチャレンジのモデルケースとなるような個人、団体・グループを募集し表彰

　　　　　　・女性チャレンジトーク

　　　 　　　　　 チャレンジ賞受賞者による取組発表

　　３．研究・講座事業

　　　　　　・国立女性教育会館開催講座受講を支援

　　　　①エンパワーメント促進事業

　　　　　　・煌めく☆あすなろ塾

　　これまで基金事業を利用したことがない若者や子育て中の若い世代をはじめ、全ての女性を対象に

　　自分らしく前向きに生きるヒントやスキルを学ぶ講座



- -

これまでの見直し状況

5,394

今後の
方向性

（県民ニーズ、緊
急性、県関与の
あり方等を踏ま
え、今後どのよう
に取り組むのか）

廃
止

　（公財）石川県産業創造支援機構においても女性のための
起業相談を行っていることから、県の相談窓口の一本化を図
るため廃止する。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の
有効性

（費用対効果の
観点も含め、この
事業が課題解決
に役立ったか）

B

　起業にチャレンジしたいと考える女性の潜在的ニーズを掘り起
こし、起業に向けて一歩踏み出すための支援を行っており、令
和４年度は年間２４枠の個別相談窓口に対して４３件の申込が
あったため、予約が埋まった際は、（公財）石川県産業創出支援
機構が運営している相談窓口などを紹介するほど好評だった。
  利用者アンケートでは、９割以上が相談窓口に「満足」「やや満
足」との回答があり、専門的な相談窓口の利用や事業プランの
売り込みなど、起業に向けて取り組んでいる利用者も見られるな
ど、起業という形での女性の社会参画を促進することにつながっ
ている。

事業費累計 3,823 4,364 4,766 5,064

374 374
決算 614

決算 614 541 402 298

541 402 298 330
一般
財源

予算 670 589 412

事業の概要

　　女性のための起業応援事業
　
　　　女性のための起業チャレンジ応援相談窓口の開設
　　　　 女性の視点やスキルを活かしたプチ起業(※)のノ ウハウや、家事育児との両立、将来設計等に
　　　ついての相談窓口を開設し、起業における女性ならではのニーズに対応する。
          また、相談者には、定期的にアンケートを送付し、現状の確認や、起業につながるような情報提
　　　供を行う。

　　　　　　・対　 象　　      起業を目指す女性
　　　　　　　　　　　 　         （既に起業しているが事業内容を見直したい女性を含む）
　　　　　　・相談日 　       月１日（２回）
　　　　　　・会　 場　        女性センター
　　　　　  ・アドバイザー　 ２名（キャリアコンサルタント、ワークライフバランスコンサルタント）

　

　

　　　(※)プチ起業・・・小さな事業を立ち上げること。企業に雇用されない自由なライフスタイルと、
　　　　　　　　　　　　　 既存の概念にとらわれない自由な発想で展開する働き方。

事業費
（単位：千円） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費
予算 670 589 412 374 374

330

令和４年度
24 21 23 21 18 21

令和４年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

事業の背景・目的 施策・課題の状況

　 女性はライフステージの変化に応じて働き方も変化することが多いことから、家庭と仕事の両立を自分
の裁量で行うことが可能となる起業を目指す、または既に起業した女性の支援体制を構築し、女性が生
き生きと働き続けることができる環境づくりを推進する。

施策 あらゆる分野における女性の活躍推進 評価 C
課題 男女の仕事と生活の調和（ワークライフバランス）等の実現

指標 起業相談窓口相談者数 単位 人
目標値 現状値

女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
職・氏名 主事　一森　涼
電話番号 076 225 1376 内線 3863

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 起業による女性の社会参画推進事業費
事業開始年度 Ｈ２７ 事業終了予定年度 R4 作

成
者

組　　織
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   男女共同参画推進員は､石川県男女共同参画推進条例に基づき、地域における男女共同参画の推進の
担い手として､公募及び市町推薦により県が委嘱している。
 　本事業では、推進員のスキルアップのための研修を実施するとともに、推進員経験者等による男女共同参画
推進応援団を設置し、地域における男女共同参画の普及啓発に取り組む。

事業の概要

１　男女共同参画推進員の設置
（１）人数　９７人（市町人口規模に応じて、公募及び市町からの推薦により委嘱）

    ※配置計画９７人
                  

（２）役割　・男女共同参画の普及啓発
　（例：地域の集まりやイベント等での研修会の開催、職場等での啓発パンフレットの配布）
・県事業への協力　（例：いしかわパープルリボンキャンペーン期間における街頭キャンペーンの実施）

・男女共同参画推進応援団との連携　（例：応援団と共同で地域における男女共同参画の
　普及啓発や推進員への助言・指導等）

（３）推進員スキルアップ研修の実施

（４）男女共同参画啓発誌の作成
意識啓発を進めるための啓発誌を作成し、地域での啓発活動においても活用する
内　容　：  職場、家庭、地域それぞれにおける意識改革の必要性、その実践へのヒントをデータ

や図で分かりやすく示し、活躍を後押しする

（５）活動事例集の発行（年1回）／ 各市町、推進員及び応援団へ配布（県ＨＰでも掲載）

２　男女共同参画推進応援団の設置
（１）応援団の構成 推進員経験者等で構成

（２）活動内容  ・市町の枠を超え広域的に男女共同参画の普及啓発
 ・推進員への助言・指導

これまでの見直し状況
推進員配置数見直し　198人（H13～20）　→　95人（H21～）　→　97人（H25～）
男女共同参画推進応援団の設置（H21～）
新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、応援団による出前講座を休止（R3）

左記の評価の理由

事業の有効
性

（費用対効果の観
点も含め、この事
業が課題解決に

役立ったか）

C

　男女共同参画推進員向けに実施した啓発力向上研修の
参加者数は、新型コロナウイルス感染拡大以前の水準まで
回復した。地域の集まりやイベント等での研修会の開催、職
場等での啓発パンフレットの配布を通じて、地域に根ざした
男女共同参画の啓発活動を実施し、男女共同参画の理解
促進に寄与した。

今後の方向
性

（県民ニーズ、緊
急性、県関与のあ
り方等を踏まえ、
今後どのように取

り組むのか）

継
続

　男女共同参画社会形成のためには、地域住民に対する男
女共同参画の理解促進と普及啓発が不可欠であることから、
県、市町、推進員、応援団が連携し、引き続き地域における
効果的な普及啓発に取り組む。

48,788 49,426 50,298 51,01447,624

啓発力向上研修 7月
金沢市
輪島市

地域における男女共同参画の推進
について　等

外部講師（大学
教授等）

項目
時期 場所 内容 講師 事業費累計

評価

939
決算 930 1,164 638 872 716

一般
財源

予算 1,575 1,487 1,333 1,008

939
決算 930 1,164 638 872 716

事業費
予算 1,575 1,487 1,333 1,008

事業費
（単位：千円） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
97 45 75 26 39

課題 地域における男女共同参画の推進
指標 啓発力向上研修参加者数 単位 人

目標値 現状値
令和４年度

36

3863

事業の背景・目的 施策・課題の状況
施策 あらゆる分野における女性の活躍推進 評価 C

女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
職・氏名 主事　一森　涼
電話番号 076 225 1376 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 男女共同参画推進員ネットワーク事業費
事業開始年度 Ｈ１１ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
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　配偶者暴力相談支援センターに寄せられた相談件数は1,571
件となった（R3:1,731件）ほか、「いしかわパープルリボンキャン
ペーン」において、県内19市町で啓発活動を実施するなど、県
民へのＤＶに対する意識啓発が図られている。
　また、関係機関向けに、DVの基礎知識の習得や被害者支援
について学ぶ各種研修を実施し、受講者から、「新しい視点で
DV相談について考えることができた」「事例も交えての研修だっ
たので、他の相談員さん達の意見やお話を聞けてよかった」と
の声が聞かれるなど、DV対策の連携強化につながっている。

　相談窓口の周知を一層図るとともに、関係機関との連携を図り
ながら、ＤＶ被害者の支援を進める。
　また、配偶者や交際相手からの暴力を未然に防止するため、
啓発セミナーの開催や教員向けの研修を実施するなど、若年
層に向けた予防啓発に引き続き取り組む。

３　配偶者等からの暴力被害者自立支援対策
　（１）経済的自立に向けた支援：委託（委託先：一般財団法人石川県女性センター）
　　 　①生活物資の調達
　　　    　 企業や各種団体等の協力を得た生活物資の調達と消耗品の購入
　　　 ②就職支援
　　　    　 同伴乳幼児のいる被害者が保護施設入所中に就職活動などをする際のベビーシッターを雇用
　（２）語り合う場の提供
　　　  自らの経験を語るまたは他者の経験を聞くことによる精神的なサポートとなる場所の提供

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含め、
この事業が課
題解決に役
立ったか）

B

２　「ストップＤＶ」予防啓発の推進
　（１）若年層への交際相手からの暴力の予防啓発
　　　 ①教員研修の実施
　　　　       高校生達に身近な教職員にもＤＶについての専門知識を深めてもらうため、教員研修を実施し、
                あわせて「ＤＶ予防啓発指導者用手引き」の効果的な活用を図る。
　　　 ②若年層向けDV予防啓発セミナーの開催（対象：高校生、大学生等）（年15回開催予定）
　　　 ③若年層向けDV予防啓発小冊子の作成
　（２）いしかわパープルリボンキャンペーンの実施
　　　 配偶者等からの暴力（ＤＶ）や性暴力は犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であることを広く県民に周知
　　　　し、暴力を許さないという意識を社会全体で醸成するため、 県下一斉に啓発活動を実施する。
　　　　　内容：街頭キャンペーン、県内施設ライトアップ、パープルリボンツリーの設置、
　　　　　　　　　女性等に対する暴力をなくすためのシンポジウム（講演会）の開催等
　　　  　 開催時期 ：１１月（内閣府：女性に対する暴力をなくす運動期間11/12～11/25）

1,286 934
40,192

１　関係機関の連携強化
　（１）ＤＶ対策支援等連絡協議会（49機関）（開催回数：全体会議・事例検討会　年各１回）
　　　  構成機関：金沢地方法務局、民生委員児童委員協議会、医師会、警察本部、教育委員会、金沢市等
　　　  活動内容：情報交換、問題協議、人的ネットワークの強化
　（２）職務関係者等に対する研修（年１回）
　　　  対象：市町・相談機関担当者　　　内容：相談の受け方、DVが健康に与える影響、二次被害の防止など
　（３）ＤＶ相談員等育成研修（年１回）
　　　  対象：市町相談窓口職員、市町担当課職員、県内DV相談窓口等職員　５０人程度
　　　  内容：基礎知識やカウンセリング技法の講義、事例検討など

事業費累計

1,310

　 暴力は、その対象の性別に関わらず許されるものではないが、とりわけ被害者の多くを占める女性に対する暴力の
根底には、男女の社会的地位や経済力の格差、性別による固定的な役割分担の意識などの構造的な問題があり、男
女共同参画社会形成の妨げとなっている。
　 女性に対する暴力のなかでも特に、配偶者からの暴力については家庭内で行われることから潜在化しやすく、ま
た、婚姻前から暴力を受けている場合もあることから、若年者に向けた啓発が必要となっている。

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

継
続

42,213 43,655 45,517 47,027

一般
財源

予算 2,084 1,667 1,591 1,340
決算 1,578 499 943

1,810
決算 2,077 2,021 1,442 1,862 1,510

事業費
予算 2,583 2,166 2,090 1,915

事業費
（単位：千円） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業の概要
50 63 58 54 63 67

指標 女性等に対する暴力をなくすシンポジウム参加者数 単位 人
目標値 現状値

令和４年度 平成30年度 令和元年度

課題 女性等に対するあらゆる暴力の根絶

女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
石川県配偶者暴力防止及び被害者保護等に関する基本計画

職・氏名 主任主事　坂下　千尋
電話番号 076 225 3863

事業の背景・目的 施策・課題の状況
施策 安全・安心な暮らしの実現 評価 B

1376 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 配偶者等暴力対策費
事業開始年度 Ｈ１２ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織



- -

事業の概要

２　支援内容
　　・相談業務（電話・面接・メール）
　　・ワンストップで関係機関との支援のコーディネート（警察への相談、医療機関の受診、弁護士による法律相談等）
　　・心理的な支援（カウンセリング）

３　支援体制
　　・相談員：２名配置（他、女性相談支援センター職員がバックアップ）
　　・受付時間：月～金　８：３０～１７：１５
　　　　　　　　　　時間外は職員が電話対応し、緊急時は担当職員につなぎ必要に応じて同行支援を実施
　　・研修：相談員研修、カウンセリング研修の実施
　　・関係機関との連携：連携推進会議、関係機関向け研修の実施

５　関係機関との連携強化
　（１）パープルサポートいしかわ（いしかわ性暴力被害者支援センター）連携推進会議　　（開催回数：年１回）
　　　構成機関：県産婦人科医会、金沢弁護士会、金沢地方検察庁、(公社)石川被害者サポートセンター、
　　　　　　　　　　金沢市こども相談センター、警察本部、女性相談支援センター、関係各課　等
　　　活動内容：現状の情報交換、問題協議　等

  （２）各研修の実施
　　　　医療機関向け研修、支援者等向け研修、教員向け理解促進研修

１　設置場所　　女性相談支援センター

４　広報・啓発
　　（１）相談窓口の周知強化
　　　　ポスター、SNS等を活用し、「いしかわ性暴力被害者支援センター（パープルサポートいしかわ）」を周知
　　（２）若年層の性暴力被害予防のための月間(4/1～30)に合わせた啓発活動の強化
　　　　大学に対する周知活動、大学でのパープルリボンツリー設置、SNSによる広報（県公式LINE等）

　　（３）性暴力に関する若年層向け出前講座の開催
　　　　「いしかわ性暴力被害者支援センター（パープルサポートいしかわ）」への相談は１０代・２０代からの
　　　相談が多い状況にあることから、性暴力の当事者にならないよう早い段階からの意識啓発として、性暴
　　　力についての知識や被害にあった時の相談窓口と支援内容などについて理解を深めてもらうために、
　　　相談員等による出前講座を実施

　　（４）子ども・保護者向け「性暴力被害　相談・啓発リーフレット」の作成・配布

事業費累計
決算

決算

事業費

継
続

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果の
観点も含め、こ
の事業が課題
解決に役立っ

たか）

B

　いしかわ性暴力被害者支援センター（パープルサポートいし
かわ）には429件の相談が寄せられ、相談からカウンセリングま
で一貫したきめ細やかな支援を実施した。
　若年層向け出前講座の受講者からは、「自分には、関係な
いと思っていたけど、何かあったときは、しっかりと相談しようと
思いました」「性暴力を受けたときに、相談できる場所があるこ
とを知れてよかった」などの感想が寄せられており、性被害の
未然防止の啓発や相談窓口の周知が図られている。

　相談窓口の周知を一層図るとともに、関係機関との連携を図
りながら、性犯罪・性暴力被害者の支援を進める。
　また、性暴力を未然に防止するため、出前講座の開催や教
員向けの研修を実施するなど、若年層に向けた予防啓発に引
き続き取り組む。

8,383 13,795 18,869 23,871 28,479

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関

与のあり方等を
踏まえ、今後ど
のように取り組

むのか）

2,961
2,525 3,005 3,043 2,688

一般
財源

予算 2,648 3,323 3,174 3,375
4,171 5,412 5,074 5,002

6,000 5,758 6,620 5,793
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

2,515

4,608

150 - - -
令和７年度

27 65

事業費
予算

令和２年度 令和３年度 令和４年度

（単位：千円）

指標 性暴力に関する若年層向け出前講座の実施数（累計） 単位 講座
目標値 現状値

平成30年度 令和元年度

令和４年度
4,500

事業の背景・目的 施策・課題の状況
施策 安全・安心な暮らしの実現 評価

作
成
者

B
課題 女性等に対するあらゆる暴力の根絶

女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
石川県配偶者暴力防止及び被害者保護等に関する基本計画

職・氏名 主任主事　坂下　千尋
電話番号 076

組　　織

1376 内線

　 性犯罪・性暴力の被害者が心身のケアを安心して受けられるよう、ワンストップで必要な支援をコーディネートする
体制を整備するとともに、警察への届出を促し、性犯罪の潜在化を防止する。
　 また、センターに寄せられる相談の約６割が２０代以下の若者からであり、若年層が性暴力の被害者にも加害者にも傍観者
にもならないよう、若者に対する対応の充実や意識啓発が必要である。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名
　　「いしかわ性暴力被害者支援センター」
　　運営費

事業開始年度 Ｈ２９ 事業終了予定年度

225 3863



- -

男女共同参画社会の実現に向けて、県では、いしかわ男女共同参画プランに基づき、各種
事業に取り組み、県全体での意識啓発の推進により、男女共同参画への理解が促進されている。

一方で、令和2年度実施の県民意識調査によると、社会全体で男女の地位が平等だと感じる人の
割合は低く、また、男女間の意識に差があり（男性：16.8％、女性：7.5％）、更なる意識啓発と
男女間の意識の差を解消する必要がある。

このため、様々な場面、性別、年代を通じた幅広い層への意識啓発をさらに進めるため、
「男女がトモ（共）に活躍する」という意味を込めた「トモ活」という本県独自の新しいキーワードのもと、

(1)わかりやすい男女共同参画の広報・啓発活動の推進
(2)男性や若い世代の男女共同参画の理解促進

に取り組み、性別にとらわれず、すべての人が個性と能力を発揮できる社会の実現を目指す。 ※令和３年度は新型コロナウイルス感染拡大のため中止

事業の概要
１　家庭向け啓発の実施

いしかわトモ活推進コンテストの開催
男性も女性も、大人も子どもも、家庭責任を分担し参画する必要性を伝え、家庭参画を楽しいイメ

ージに転換、家族で考えるきっかけを提供するため、家庭での男女共同参画にまつわる川柳を募集
する。

２　若者向け啓発の実施
（１）大学生向け出前ワークショップの実施

固定的役割分担意識にとらわれない生き方の必要性について気付きを促し、男女共同参画の
理解の促進を図る（小冊子を活用）

（２）中高生によるいしかわ男女共同参画推進宣言企業への取材訪問ツアー
職場見学、若手社員等との座談会、取材シートまとめを通じて、固定的性別役割分担意識に

とらわれず、個性や適性に応じた働き方や生き方を考える機会を提供(20人×2コース（加賀、能登））

（３）中高生向け啓発ツールの作成・配布
中高生用：進路選択、結婚、出産・育児・介護を疑似体験する双六及び教員用の指導用資料
高校生用：これから起こるライフイベントについて、データやコラムを交えて現状を認識、問題を
　　　　　　　考え、自身のキャリアを考える啓発冊子及び教員用指導用資料

（４）小学生向け男女共同参画啓発パンフレットの作成・配布　
学校における男女共同参画教育及び児童の家庭における意識啓発を行う
対象：小学校５年生全員（自分の性や異性を意識し、遊び等で男女差が現れ始める年齢）

今後の方向性

（県民ニーズ、緊急
性、県関与のあり方
等を踏まえ、今後ど
のように取り組むの

か）

事業の有効性

（費用対効果の観点
も含め、この事業が

課題解決に役立った
か）

項目
事業費累計 0

評価

B

廃
止

左記の評価の理由
0 2,019 4,135

　家庭向け啓発として実施した、いしかわトモ活推進コンテス
トでは、応募総数が968作品と目標の2倍近くもの応募があっ
たほか、男性からの応募もみられ、世代・性別関係なく、幅広
い層の県民を対象に、男女がともに活躍できる社会について
考える機会を提供することができた。
　中高生による男女共同参画推進宣言企業への取材訪問ツ
アーでは、参加した学生に自分の将来や働き方について考
える機会を提供することができた。

　この取り組みによって、幅広い世代の県民が男女共同参画
について考えてもらうきっかけとして一定の効果が認められた
ことから、事業を廃止することとし、今後は、これまで作成した
啓発誌を適宜配布や、大学生向け出前ワークショップを引き
続き行い、男女共同参画の普及啓発に取り組む。

1,450
決算 1,043 1,385

一般
財源

予算 1,375

2,500
決算 2,019 2,116

事業費
予算 2,750

事業費
（単位：千円） 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
40 - - - - 26

指標 男女共同参画推進宣言企業取材訪問ツアー参加者数 単位 人
目標値 現状値

令和４年度 平成30年度

課題 あらゆる人々に対する男女共同参画の理解促進
指標 いしかわトモ活推進コンテスト応募総数 単位 作品

目標値 現状値
令和４年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

500 - - - 1,038 968

3864

事業の背景・目的 施策・課題の状況
施策 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と体制の充実 評価 B

組　　織 女性活躍・県民協働課
根拠法令
・計画等

いしかわ男女共同参画プラン２０２１
職・氏名 主事　三浦　凌
電話番号 076 225 1376

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 いしかわ男女でトモに活躍推進事業費
事業開始年度 Ｒ３ 事業終了予定年度 R4 作

成
者 内線


